
平成 28 年度 施策評価シート

基本目標 1

基本施策 1

単位施策名称 2 生活支援の充実

所管部

１．施策指標

番号

目標指標 単位 区分

計画策定時

の状況

H28 H29 H30 H31 中期目標(H32)

目標値 9 10 11 12 12

実績値 8 16 0 0 0 0

達成状況 達成 0 0 0 0

目標値

実績値

達成状況

目標値

実績値

達成状況

目標値

実績値

達成状況

総事業費 885,949 0 0 0 0

うち、一般財源額 171,708 0 0 0 0

増減率(対前年度、総事業費)

増減率(対前年度、一般財源額)

２．施策の成果を押し上げる事業(事務事業)

番号

事業名称 事務事業評価指標 単位 区分

計画策定時

の状況

H28 H29 H30 H31 目標(H32)

目標値 125 130 135 140 145

実績値 120 95 0 0 0 0

達成状況 未達成

事業費 0 0 0 0 0

うち、一般財源額 0 0 0 0 0

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

みんなで支え合い、未来につなぐまちづくり

地域で共に支え合う福祉の充実

施策の方向性

●生活保護世帯に対して、各種の福祉施策の提供により、被保護者の自立を図ります。

●生活困窮者の早期支援により、生活保護を受けなくても、自立が出来るよう福祉の充実を図ります。

福祉保健部

1 就労による自立者の数 人

4

施策の推進に要した総事業費

千円

％

2

3

01 生活困窮者自立支援事業 相談者数

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円



３．施策の成果を維持する事業(財政計画)

番号

単位 区分 H28 H29 H30 H31 H32

事業費 13,516 0 0 0 0

うち、一般財源額 9,132 0 0 0 0

事業費 856,714 0 0 0 0

うち、一般財源額 146,857 0 0 0 0

事業費 15,719 0 0 0 0

うち、一般財源額 15,719 0 0 0 0

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

４．評価と対応方針

評価分析

前年度評価を踏まえた見直し状況

目標と実績の乖離要因

施策の成果を押し上げる事業（事務事業）の分析

事業名称

指標

達成状況

事業効果 事業改善 今後の方向性 方向性を踏まえた取り組み方針

生活困窮者自立支援事業 1 未達成 高 高 事業継続

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

目標と実績の乖離や新たに発生した課題を踏まえた対応方針

（高）

　　効果を維持し、かつより効率的な

　　実施の検討を要する事業数

（低）

（低） （高）

作成担当部長

５．今後の展望

成果を押し上げる事業（事務事業）の今後の展望

事業名称 方向性を踏まえた今後の展望

1 生活困窮者自立支援事業

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

課題等を踏まえた対応方針及び今後の事業の展望を踏まえた施策の方向性

0

事業効果

新たに発生した課題・環境変化

　●成果を押し上げる事業(事務事業）の概況

（効果を高める検討を要する事業数）

事

業

改

善

0 1

（抜本的な見直しを要する事業数） （施策推進に必須な事業数）

0

事業名称

1 福祉事務所一般事務事業 千円

2 福祉事務所（生活保護給付）事業 千円

千円

3 水道料金助成事業 千円

4 千円

9

5 千円

6 千円

7 千円

8

千円

10 千円

今後の方向性

福祉保健部長　山西　仁子

生活困窮者等の自立・就労に向けた支援サービスを提供するため、支援事業の拡充及び支援体

制の強化を検討する必要があります。

未達成の事務事業に留意しつつ、引き続き目標値の達成を目指し、現在の方向性で施策を継続することとします。

未達成ですが、対応方針に沿った改善策を取り入れながら、引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することとします。事業継続



28 年度 事務事業評価シート ( 評価 )

１．基本情報

事務事業の名称 事業番号

所属

政策体系

基本目標 1 みんなで支え合い、未来につなぐまちづくり

基本施策 1 地域で共に支え合う福祉の充実

単位施策 2 生活支援の充実

２．事務事業の概要・活動実績

事業概要及び活動実績

1

2

3

4

5

6

7

３．コスト情報

(単位:千円)

区分

事業費合計

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

４．事業目標（事業指標）

区分

1 目標値

実績

達成状況

2 目標値

実績

達成状況

3 目標値

実績

達成状況

4 目標値

実績

達成状況

0

0

0

0

0

0

平成

生活困窮者自立支援事業 112101

福祉保健部 福祉課

生活保護に至る前の段階の自立支援強化を図るため、生活困窮者に対し自立相談支援事業を実施し、生

活困窮者が抱える多様で複合的な問題について、相談内容に応じた必要な情報提供及び助言を行い、生

活困窮者の自立を図るための支援を行いました。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

（決算） （予算） （実施計画） （実施計画） （実施計画）

13,119 13,119

0 0 0 0 0

事

業

費

0 1,616 19,078 19,078 19,078

財

源

内

訳

0 1,119 13,119

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 497 5,959 5,959 5,959

指標名称 単位 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

相談者数 人

125 130 135 140 145

95 0 0 0 0

未達成 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0



５．評価と対応方針

評価分析

前年度評価を踏まえた見直し状況

目標と実績の乖離要因

新たに発生した課題・環境変化

目標と実績の乖離や新たに発生した課題を踏まえた対応方針

事業評価（今後の方向性）を踏まえた対応方針

作成担当課長

６．今後の展望

方向性を踏まえた今後の展望

事業継続

生活困窮者等の自立・就労に向けた支援サービスを提供するため、支援事業の拡充及び支援体制の強化

を検討する必要があります。

福祉課長　倉﨑　誠一郎

今後の方向性 事業継続

未達成ですが、対応方針に沿った改善策を取り入れながら、引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続

することとします。

0

景気の回復の影響で、ハローワーク広島東管内の有効求人倍率が高水準を維持していたため、生活困窮

者の相談が少なかったと考えられます。

0

評

価

事業効果 高 事業改善 高

今後の

方向性


